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RPDの設計と Longevityを考える
中等度以上の歯周炎患者に対する欠損補綴について

Designs of removable partial dentures (RPDs) in treatment for the patients 
with periodontal disease

Keyword : removable bridge and removable partial denture with cone-crowns

キーワード：  コーヌスクローネ可撤性ブリッジ，可撤性パーシャルデンチャー

According to the Survey of Dental Diseases focusing to the numbers of lost natural teeth by Japa-
nese Ministry of Health and Welfare, the recent statistics revealed that more than half of those sur-
veyed have achieved the goal of “Status 80 years old -with 20 natural teeth: STATUS 8020” in the year 
of 2022. This achievement, however, has piggybacked another challenge; the elderly presented with a 
large number of periodontal pockets over 4mm at the same time. Clinical needs to these patients show 
still a great role to play on the dental clinics’ part in maintaining the oral health. Periodontal disease is 
the most common cause of missing dentition, and it is likely that this high risk status will persist even 
after periodontal treatment has been completed. Therefore, the prosthetic treatment of patients with 
missing dentition should include preventive measures against the recurrence of periodontal disease̶
i.e. the design, fabrication and maintenance of RPDs that facilitate the plaque control and post-oper-
ative maintenance. In this review article, presented are the discussions on above mentioned themes by 
several leading clinicians.

6年ごとに実施される歯科疾患実態調査によれば近年，調査対象者の半数を越える達成率が示された．その一方，高齢
者では歯周ポケットが 4 mm以上のものは半数を超えるという．歯科を受診する「歯列欠損患者」および予備群への治療
必要性は決して減少したわけではない．歯列欠損患者の成因の多くは歯周疾患であり，歯周治療が一応終了してもその病
因傾向は持続すると思われる．したがって，歯列欠損患者の補綴治療には歯周病再発への予防策，すなわち病因となるプ
ラークのコントロールが容易な補綴装置の設計・製作・保守（メインテナンス）が望まれる．今回の特集は種々な補綴装
置の設計について，以上の観点から臨床家各位に検討いただいた．【顎咬合誌 44（1）:16-26，2024】

五十嵐順正
IGARASHI Yoshimasa

はじめに

パーシャルデンチャーで補綴治療した患者に対し，義
歯の設計の妥当性について，問題点を抽出するため，多
くの研究者によって治療後の義歯の経過観察が行われて
きた．
それらを踏まえて，いま現在パーシャルデンチャーを
欠損歯列の治療装置として適用する場合の重要点を提示
したい．ここでは，便宜的にパーシャルデンチャーを支
台装置別に大別し，その経過観察を考察する．

クラスプ義歯の経過観察

1．20世紀中葉の古典的観察
クラスプ義歯の経過については，Andersonと Lammie

（1952）1），Anderson と Bates（1959）2），Tomlin と
Osborne（1961）3），Carlsson, Hedegard と Koivumaa

（1965）4）などの研究者の経過観察があげられ，「支台
装置としてのクラスプは多くの場合，装着後に変形，破
折を生じ，維持力が所期のものよりは低下してくるが，
患者の慣れによって義歯全体の安定はそれほど維持力に
依存しなくても大きな問題が生じていない」ことが示さ
れた．
一方，義歯による口腔内の環境汚染，プラークの滞留，
蓄積について，Bergmanら 5）は「口腔内の義歯がプラ
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ークの温床となっている可能性は否定できない．」と指
摘し，義歯で機能回復するメリットとプラークに起因す
る炎症性の変化の出現というデメリットとの兼ね合いの
うえに義歯補綴が成立しているといっても過言ではない
と指摘した．
また，Brill（1977）6）および Nakazawa（1977）7）は
義歯床が装着される欠損側隣接面が他の軸面の汚染より
も重要な問題となることを指摘した．
この欠損側隣接面のプラーク滞留性を義歯の設計によ
って改善させる試みが行われ，歯には誘導面（ガイドプ
レーン）を形成し，義歯にはガイドプレートを設定し，
歯頸部辺縁歯肉付近の空隙，いわゆる voidを可及的に
小さくし，プラークの滞留，歯肉の増殖を抑制する設計
が，Kratochvil（1963）8）, Bensonと Spolsky（1979）9）

らによって提唱された．
この設計について歯肉の増殖を抑制するという効果

は Hobkirkと Strahan（1979）10）によって確認されて
おり，この時点で「辺縁歯肉は可及的に義歯で被覆しな
い（Open），被覆する（Closed）場合は最小面積で，隣
接接触面はスペースを与えず，間隙なく適合すべきであ
る」という一つの設計原則が提唱された．
この傾向は後述するアタッチメントやテレスコープ義

歯の経過と比較検討してみても同様で，閉鎖型のほうが
望ましいという傾向には妥当性がある．
補綴側隣接面の歯頸部辺縁歯肉部を Openにするか

Closedとするかについて，歯肉の増殖については以上
のような結論が得られたが，プラークの滞留について
は仮に閉鎖型としても効果はないとする Batesと Addy

（1978）11），また下顎の大連結装置についてリンガルバ
ーとリンガルプレートとを比較した Brillは，プラーク
そのものよりもそれが装着される患者個人の対応（口腔
清掃）の因子が問題であるということから，一概に設計
とプラークの関係については答えが出ないとした．
いずれにしても，「設計の差異よりも患者による口腔
清掃習慣の獲得，実行のほうがより大きなウエイトを占
めている」わけで，この点からも，先に述べた予防歯科
学的な配慮のうち，患者への術前，術後の口腔清掃指導
が重要である（図 1）．

2．日本国内の経過観察研究
わが国での経過観察の例として著名なものは，東京
医科歯科大学で系統的に行われたものである．これは
1961年 12～ 14），1968年 15，16），1975年 17）と 3回行
われている．これらは歯学部の学生が，指導者の下に臨

床実習で製作した義歯患者について行われたもので考慮
が必要であるが，雨森（1968）による義歯の使用状況
の調査によると，調査対象義歯 1,168症例のうち使用を
中止したものは金属床義歯 574症例中 125症例，レジ
ン床義歯 594症例中 193症例であった．
不使用の状態は，装着後年限を経過するに従って増加
する．およそ装着後 5年を経過すると全体の 60％が使
用されなくなり，不使用の原因は，義歯の破折：29.3％，
義歯の不適合：24.4％，支台歯のう蝕，喪失：22.5％と，
上記の三者で不使用原因の 76.2％を占めているとした．
また不使用率は，装着後どの時期でも，レジン床義歯
のほうが金属床義歯より常に 10％ほど高率であったが，
大きな差異は認められなかった．
この調査から示唆されることは，義歯の寿命を可及的
に長くするためには，先の主要な三つの不使用原因に
対応できるような方策をパーシャルデンチャーによる
欠損補綴処置に取り入れることであろうと結論づけた
（図 2，3）．

3．Körber E（1963, 1987）18）の経過観察報告
この経過観察は，旧西独 Tubingen大学病院において
装着されたパーシャルデンチャーについて，装着後 3年，
5年，8年，10年というようにかなり長期にわたり行わ
れた．まず，欠損型別の出現率を残存歯の歯列内配置・
支持様式に基づいた「チュービンゲン分類」（Tubingen 

Gruppeneinteilung）に従って示している．すなわち，グ

図1　欠損側ガイドプレート，義歯側ガイド面の接触関係
両者の接触間隙に注目．
Kratochvil型では空隙（Void）は小さく，Krol型では大きい．
これは遊離端部の沈下を許容するか否かの設計方針に起因し
ているが，結果としてVoidの問題を惹起する（後述）．

Kratochvil（1963）の設計によるガイド
面、ガイドプレート、顎堤粘膜の関係。

Krol（1973）の設計によるガイド面、
ガイドプレート、顎堤粘膜の関係。
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ループ Aは全歯根膜支持型，中間欠損，グループ B，C，
Dはいずれも歯根膜，顎堤粘膜混合支持型であり，Bは
レストを結ぶ仮想軸が良好な場合，Cはこの軸が良好で
なく，義歯の不安定が予想される場合，Dはこの軸が短
く，Cよりなお不安定が予想される場合である．グルー
プ Eは孤立歯，または孤立歯群の場合で，ほとんど顎
堤粘膜支持型の場合である．

1963年の調査では観察対象は 714症例であった．こ
れらのグループ別の欠損型の出現率は，調査年代が変化
してもほとんど変わらず，A：22％，B：28％，C：12％，
D：31％，E：6％であった．これらの症例群に装着後，3，5，

8，10年目に診査を行い，次の点について評価した．そ
の診査時点で成功例とされたものは義歯の機能が十分で
構成要素も異常がない．失敗例とされたものは義歯の機
能が損なわれ，義歯床の沈下，咬合接触の異常，支台歯
の動揺がみられたものとした．

Körber Eの多年にわたる経過観察によれば，義歯の
成功，不成功は，ほとんど欠損型によって規定されると
いうこと，さらに欠損型によっては，多数歯欠損の場合
のように，積極的にテレスコープ義歯の設計をすべきで
あること，高齢者でも適切な補綴処置を行えば，経年的
に良好な結果の得られることなどが示された（図 4a,ｂ）．

1. 齲蝕・歯周病による支台歯の喪失：22.5％

2. 有床部・支台装置の不適合：24.4％

3. 義歯の破折：29.3％

合計：76.2％} 9カ月 1年
3カ月

1年
9カ月

2年
3カ月

2年
9カ月

3年
9カ月

3年
3カ月

4年
3カ月

4年
9カ月

5年
3カ月

100％

50％

部分床義歯装着後の経年的不使用率（1975）17）

（対象：学生臨床実習義歯：約2000症例）

図3　部分床義歯の装着後，経年的不使用率
装着後約6年経過で，60％が使用されなくなる．
（東医歯大：学生臨床実習症例の場合）

図2　義歯使用中止の3大要因
（東医歯大：中沢，松元，後藤，五十嵐ら：1975）17）

a b

図4

a：Igarashi, Goto（1997）によるコーヌスクローネ義歯，装着12年の義歯使用率（欠損型の分類はTubingen 分類
による）一般のパーシャルデンチャー（b）に比べ，コーヌスクローネ義歯（a）の優位性が明らかにされた．

b：Körber E によるパーシャルデンチャー装着後，8年目の装着率
歯の欠損型により義歯の使用率は大きく異なる．
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アタッチメント義歯の経過

アタッチメントの適用，症例についての報告はきわめ
て多いが，その経過観察となると報告はほとんどない．
全般的な傾向から述べれば，1970年代から 1980年代に
行われたアタッチメントを応用した義歯の運命は，決し
て高く評価できるものではなかったように思われる．こ
れは，アタッチメント義歯そのものに問題があったとい
うより，正しい適応症の選択の欠如，支台歯と欠損部顎
堤への機能力の配分法の誤り，支台歯そのものの選択の
誤り等々，術者側と，製作者側双方の知識上，技術上の
欠陥があったと思われ，これは後述のテレスコープ義歯
の場合にも言えることである．

1．Rantanenら（1972）19）の報告
これは，アタッチメント義歯 102症例についてのも

ので，主に支台歯の健康状態について調査している．義
歯は装着後最長 6年までで，ほとんどが 1～ 3年のも
のであった．症例の多くはケネディー I級で，大連結
装置を有する設計であった．アタッチメントの総数 180

装置の 72％が歯冠外アタッチメントであった．得られ
た結果をまとめると，

①同一顎内では，クラウンで歯冠修復された支台歯
のほうが，そうでない天然歯よりも歯周組織の状
態が不良であった．アタッチメントの種類，設置
部位と炎症性変化の程度とは無関係であった．歯
周ポケットの深さも同様の傾向であった．

②歯冠内アタッチメントよりも歯冠外アタッチメン
トが設定された支台歯では，歯肉増殖がより顕著
であった．

③支台歯の 54％が臨床的に動揺度 0と評価され，
動揺量が 1 mm未満のものは 42％であった．
そこで Rantanenらは総括として，
④支台歯の歯周炎の出現について，「歯冠外アタッ
チメントや，バーアタッチメントは支台歯の歯周
炎症を生じずに設置するのは困難である」

と述べている．

3．真鍋の報告
わが国における調査としては，真鍋（1976）20）によ
るものがあげられる．これは主に支台歯に生じる歯周
炎に着目したもので，装着後，1年から 3～ 4年，症例
は 58義歯，支台装置すなわちアタッチメントの総数は
107装置であった．結果を要約すると，

①アタッチメントの種類を問わず，支台歯の歯周炎
は 100％生じており，装着後の的確なメインテナ
ンス対策の必要性が示唆された．
②支台歯周囲にリリーフスペースなどの空隙を設定
すると，結果的に支台歯の歯周炎を増悪させるこ
ととなることが示された．
③支台歯と遊離端部との連結に全く遊びがない場合，
従来想定されていたほど支台歯の過重負担は生じ
なかった．可動式の連結の場合，床下顎堤の吸収
を生じやすく，義歯の動揺が過剰となりやすいこ
とが示された．

テレスコープ義歯の経過

1．Körber KHの経過観察（1973）21）

Körber KHは『Konuskrone第三版（1973）』において
コーヌスを支台装置とする可撤ブリッジ，パーシャルデ
ンチャーの経過について述べている．
対象となった 97名の患者は歯周疾患の後処置として

補綴が行われたものであり，とくに義歯の支台歯に着目
して観察を行った．調査対象 97名中，片顎のみ補綴さ
れた者 61名，両顎の者 36名であった．義歯の装着年
数は 4～ 8年，平均 6年であった．観察した支台歯の
総数は 362歯で，①支台歯の動揺，②辺縁歯肉の炎症
状態，③内冠辺縁の位置（歯肉退縮の有無），④歯周ポ
ケットの深さの 4点を調査した．その結果は以下のとお
りである．

①支台歯の動揺：支台歯の水平的な動揺は 1000 µm

以下が 92.2％を占め，そのうち 62.5％が 100 µm

以下，15.2％以下が 100～ 200 µmであった．
②辺縁歯肉の炎症：正常な者 56.4％，炎症を認め
る者のうち 12.5％が充血，20.9％が浮腫，増殖状
態，また 10.2％で退縮を認めた．
③内冠辺縁の位置：内冠辺縁が歯肉縁下にある者

72.5％，部分的に縁上・縁下の者は 17.2％，縁上
の者 10.3％であった．
④歯周ポケットの深さは 1.5 mm以下 45.2％，1.5

～ 3 mmが 33.3％，3 mm以上の者 21.5％であった．

このように，支台歯の歯周組織の状態は良好であり，
これはいわゆるリジッドサポート理論の正しさを裏づけ
ているとしている．すなわち，約半数の支台歯で歯周組
織の所見は正常であり，とりわけ歯周ポケットが 3 mm
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以上の 21.5％の支台歯においても，支台歯がコーヌス
義歯に組み込まれ，固定作用を与えていれば動揺度は正
常となると述べている．

2．10年を越えるコーヌス・テレスコープ義歯の長期
   経過

1997年，Igarashi Yと Goto T 23）は 10年以上のコー
ヌス・テレスコープ義歯装着者 211症例についての経過
観察を報告した．同義歯を使用中の者は 152症例，平
均装着年数 12年，平均年齢 62歳（男性 43％，女性 57

％）であった．これらの症例をケネディー I 級（29例），
II 級（54例），III 級（45例），および少数残存歯症例（24

例）の 4群に分けて比較した．

１）人工歯の咬合接触
咬合紙の引き抜き抵抗によって，咬合の緊密性を評価

した．咬合接触が緩いか，あるいは全くないものは，少
数残存歯群では 54％となったが，I級ならびに II級群
では 1/4強にとどまった．一方，III級群では 4％とわず
かであった．

２）義歯の動揺
義歯人工歯咬合面部へ間欠的な指圧を加えて，触診に
よって義歯の動揺の程度を判定した．少数歯残存歯群で
は 46％のものが，視診で判別できるほどの大きな動揺
を示した．ほかの症例群では動揺なしか，触診で認める
程度のものが大多数であった．

３）リライニング
152症例のうち，ほぼ 1/3の 55例においてリライニ
ングが行われた（同一症例での重複を含む）．なかでも
少数残存歯群では 24例中 22例の 92％もの高い頻度と
なった．遊離端を含む I級群では 55％，II級群では 2％
であったが，中間欠損の III級群ではわずかに 4％であ
った．装着期間との関連はとくに認められなかったが，
2～ 6 年の間で頻度が高かった．

４）義歯の維持力
少数残存歯群では 58％の者が維持力の不足を示した．
また，I級群では 1/4が弱い維持力であったが，II級お
よび III級群では維持力不足の者はわずかであった．

５）義歯の破損
義歯部のいろいろな種類の破損が 141例とかなりの

頻度で起こっている（同一症例での複合を含む）．ことに，
I級群と少数残存歯群では破損の頻度が 150％にも及び，
1症例が 1.5回破損したことを示した．

６）支台歯の状態
支台歯は I級群が 29症例 170歯，II級群が 54症例

148歯，III級群が 45症例 172歯，少数歯残存歯群が 24

症例 40歯，総数 530歯であった．少数残存歯群では中
等度の炎症の者が 40％，5 mm以上の歯周ポケットの者
が 35％，視診でわかる動揺M2のものが 28％であった．
これに対して，ほかの群ではいずれも数％から 10％ほ
どであり，少数歯残存歯群の経過がかなり不良な状態を
示した．
調査より以前に喪失した支台歯は，I，II，III群では

10％前後であったが，少数歯残存歯群では 35％に及び，
支台歯の 1/3 が失われたことが示された（図 4a，b）．

７）義歯の使用中止
義歯の使用中止に至ったものは 27例であったが，少

数歯残存歯群が 15例と過半数を占めた．使用中止の原
因は，歯周疾患が 17例ともっとも多く，ついで支台歯
の破折が 6例であった．なお経過不明および死亡のもの
が 32例あった．
以上のように，10年を越える長期経過の調査結果か

らみると，個々の症例については改良すべき点も認めら
れたが，コーヌス・テレスコープ義歯が臨床的に価値の
ある装置であることが示された．

経過観察からみたパーシャルデンチャーのあ
るべき設計

以上，いくつかの報告によって，パーシャルデンチャ
ー装着後の経過が明らかとなってきた．これらを現在の
義歯設計にフィードバックすることにより臨床的な研究，
歯科補綴学の基礎を固める研究が進んでいくのであり，
また臨床家は臨床ケースの事例としてこれらの報告を参
考として自分が補綴治療を行うに際して指針の一環とす
ることとなる．　　
先に述べた Körber Eらが臨床的な経過観察からみた

欠損歯列の補綴処置が成功するためのファクターについ
て，次の因子をあげている 18）．

1．欠損の形態，残存歯数
2．残存歯の機能状態，歯冠形態，う蝕，歯周組織の
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健康状態
3．欠損補綴に対する基本概念，補綴装置の設計にお
ける静的，動的な力への対応

4．歯科医師，歯科技工士の知識と技術水準
5．義歯に関する口腔清掃
これまで，本稿で述べてきた欠損補綴処置に関する

考え方は，当然ながらこのようなファクターについて
も触れてきたが，著者としては以上の 5項目に加えて，
6.　有床義歯における顎堤粘膜支持の巧みな使い方とい
う項目を入れたい．もちろんこれは項目 3に含まれるの
かもしれないが，1～ 6の項目について，総括として触
れておきたい．

1．欠損の形態，残存歯数
すでに，もうそれ以上処置ができない状態で来院する
患者の場合は論外であるが，前処置を的確に行えば，残
存歯をいくらかでも保存できるという場合は多いもので
ある．この場合，先の Körber E 18）の経過観察にて指摘
されたように，残存歯が左右的に，また前後的に配置で
きる可能性があれば残存歯の保存処置を行う．とくに多
数歯欠損症例の場合には，通常では保存の対象とはなら
ないような残根状の歯であっても，その歯の部位が欠
損型にとって key（鍵）となる場合は積極的に保存する．
根管処置はもちろんであるが，とくに歯周処置を的確に
行い，ポケットが 3 mm以内で根面が滑沢な状態とする．
このように，保存された残存歯の利用法であるが，こ

れらは構造的に弱く，歯根破折をしばしば起こすので，
天然健全歯を形成したテレスコープ支台歯のようなわけ
にはいかない．これらの支台歯は，清掃性が確保できる
軸壁 3～ 4 mm程度を与え，主にレストの作用を期待す
る根面レストのような用い方をするのがよい．仮に維持
力を期待するとしても，磁性アタッチメント程度のもの
がよい．将来的に歯が失われても義歯構造には大きな変
化がなく，修正処置でそのまま使えるようにオーバーレ
イ構造とするのが好ましい．

2．残存歯の機能状態
欠損歯列中の歯は本来の咬合のストレスのほかに，歯
の欠損そのものによって，あるいは歯の欠損の結果とし
て歯の遊走，傾斜，回転，捻転，挺出などが生じること
によって，より大きなストレスが負荷される．そこで，
咬合のストレスを残存歯と欠損部顎堤粘膜に負担させ，
とにかく早期に上記の異常な咬合のストレスを減らす手
段として，暫間補綴装置，とくに有床型の暫間義歯は有

効なものである．これによってまず力の問題を一応安定
化させ，ついでこれはと思う key-teethの保存を行う．
この場合，力の問題を解決する一手段として，動揺は
激しいが，ポケットはそれほど深くない残存歯について
は一時的に歯冠切断を行い，義歯床下にオーバーレイし
て，咬合力の垂直成分のみが可及的に加わるようにする
ことで動揺は激減する．この際，ポケットの処置と根面
の滑沢化を同時に行うことは，いうまでもない．
一方，抜歯と保存という相反する選択肢を場合に応じ
て使い分けていかねばならない．最終義歯にテレスコー
プ可撤ブリッジを適応する場合，時に「選択的・戦略的
な抜歯」が行われることがある．これは残存歯が全般に
歯周炎となっていたケースで多いが，歯周処置後，可撤
ブリッジが設計できるのであれば，術後のメインテナン
スを行いにくい歯間部を大きく解放する目的で，経過の
思わしくない残存歯を 1 歯おきに抜歯するという方法
であり，最終処置のメドがついている場合には一つの選
択肢であるといえる．欠損歯列中の残存歯の歯周処置は，
もっぱら目標をポケットの除去と根面の滑沢化におき，
歯の動揺はその後の義歯の設計において，検討する（図
5，6）．

3．欠損補綴に対する基本概念
咬合の回復を的確に行うためには残存歯，欠損部顎堤
という負担要素（受圧要素）を最大限に利用することが
必須である．もちろん個々の症例によって，負担要素を
残存歯主体か顎堤粘膜主体とするかというオプションは
あるが，いずれの場合も，二つの要素を出来得るかぎり
使い尽くしていこうという姿勢，基本概念に変わりはな
い．
二つの負担要素に咬合力を配分する鍵となるものは，
すでに述べたように，支台歯と義歯有床部を結ぶ連結の
度合，連結強度である．全般的にはこの連結強度は強固
であるほうが義歯をめぐる口腔内のトラブルは少ないよ
うであるが，症例によっては緩い連結として，顎堤粘膜
支持主体とするほうがよい場合があることは，Körber E

の指摘のとおりである 18）．

4．歯科医師，歯科技工士の知識と技術水準
臨床は，蓄えた知識を修練した技術によって患者に表
現し，患者の満足を得るための行為である．であるとす
れば，臨床医はもちろん，補綴装置を人工臓器のレベル
にまで作り上げる歯科技工士の責務は重大である．
臨床技術は高度なものとなればなるほど，患者に対す
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る責任もより高度になってくる．患者に対しては正直に
誠意をもって対応しなければならない．「患者を治療の
目的とすべきであって，治療の手段としてはならない」
（醫戒：緒方洪庵）という今も昔も変わらぬ医の根源的
な心構えを，改めて確認する必要がある．

5．有床義歯における顎堤粘膜支持の巧みな使い方
遊離端義歯では咬合力の配分は歯根膜支持要素と，顎
堤粘膜支持要素とをつなぐ支台装置の連結のあり方によ
って決定された．連結が強ければ，歯根膜支持優位，連
結が緩ければ顎堤粘膜優位となる．しかし，連結強度が
最大と思われるテレスコープクラウンの場合でも，歯根
膜支持が 60～ 80％で，残りは顎堤粘膜支持であること
が示されている．これは，遊離端ブリッジと有床義歯で
あるテレスコープ義歯とを比較してみれば，明確である．
つまり，かなりリジッドな設計をした場合でも顎堤粘膜
支持は必要不可欠なのであって，これを無視してはなら
ない．
一方，顎堤粘膜支持に多くを期待しなければ義歯の支

持が成立しない場合も，症例によっては見受けられる．

この場合，「弱体と思われる残存歯には，従来，レスト
を設定しないで，顎堤粘膜支持にのみ期待するような設
計が良い．」とされてきたようであるが，弱体な残存歯
の保全を考慮した場合には，できればこれらを連結固定
して支台歯とすることが，長期的に良好な予後を期する
ための秘訣である．小さな欠損でも，大きな欠損でも，
常に咬合力の配分は，支台歯と顎堤粘膜で状況に応じて
分担し，相互の負荷を軽減するという設計の基本方針が
重要なのである．

義歯患者に関する口腔清掃

口腔清掃も改めて強調しておきたい項目である．これ
までみてきたように，多くの経過観察の報告で必ずとい
ってよいほど「口腔清掃の指導の必要性が感じられた」
というくだりがあった．
種々な方策で，とにかく患者の注意を口腔清掃に集中
させるように心がけるのがよい．
義歯の形態と口腔内のプラークの滞留についてみると，

図5　全顎歯周病患者における「一歯おき抜歯」処置，
全顎可撤ブリッジで補綴（出典：Körber KH 22）P69，
図1-26）
全顎歯周病に罹患した患者で，治療が奏功し，全歯を
保存できるのが目標ではあるが，治療後の補綴治療が
想定される患者では時に「戦略的抜歯」が行われるこ
とがある．図5では，最終補綴装置に重要な支台歯とな
る歯を温存し，保存治療の困難な歯を抜去し，最終的
には「可撤ブリッジ」により欠損補綴を行う．可撤部
を取り外して，口腔清掃を実施する．

図6　可撤ブリッジ撤去して口腔清掃実施（出典：
Körber KH 22）P70，図1-27）
1. 可撤部による二次固定効果
2. 可撤時の清掃容易性
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図7　抗菌性試験の結果
有床義歯患者の義歯有床部使用材料であるアクリルレジンに抗菌材であ
る抗菌セラミックスを添加する場合，添加率3％以上で熱サイクル試験の
有無に関わらず，カンジダ・アルビカンスに対し，抗菌性を示した 25）．

とにかく義歯はより単純な形態，より単純な構造であれ
ばあるに越したことはない．単純な構造であっても，十
分な機能を発揮するような，そのような義歯の設計を目
指したいものである．
なお，近年の研究報告としては以下があげられる．

RPDとプラークコントロールについて触れる．

1．北海道大学の研究 24）

これは，1972年頃に北海道大学歯学部有床義歯補綴
学教室で行われた臨床研究で，RPD装着患者の義歯装
着後の経過について）口腔内・義歯のプラーク滞留を観
察したものである 24）．その結果，バークラスプの I-bar

クラスプはエーカース鉤に代表される環状鉤より，歯頸
部側のプラーク滞留が少なかったが，経時的にプラーク
滞留が増加すると報告している．この研究は 1972年の
時点で「義歯とプラークコントロール」に着目したもの
で評価されるべきである．

2．松本歯科大学の研究 25）

これは，義歯材料の改質によるプラークコントロール
の試みである（酒匂，黒岩，伊藤，五十嵐）．
諸外国で義歯装着のプラークコントロールの目的でア
クリルレジンの義歯床に抗菌材を添加した有機材料：デ
ンチャーラッカーを塗布するという報告に端を発し，ア
クリルレジン自体に抗菌または静菌作用のある素材を添
加して目的を達しようとするもので，アクリルレジンに

抗菌セラミックスを添加し，レジンの物性を担保しつつ
抗菌効果を発揮させる条件を検討した．その結果，臨床
使用に耐える抗菌性アクリルレジンを実用化した（図 7）．

3．東京医科歯科大学の研究
これは，一部，先の北海道大学グループの研究の追試
に相当するが，従来の研究に条件付けをして，より明確
な臨床的裏付けを求めたものである．

1）志村らの研究 26）

本研究は部分床義歯の支台歯となる欠損側臨在歯のプ
ラーク滞留性について支台装置となるクラスプアームの
走行，欠損側隣接面のガイドプレーン /ガイドプレート
の設計との関連性について検討した．その結果，クラス
プアームの形態については囲繞型，バークラスプ型にプ
ラーク滞留性について差異はなかった．一方，欠損側
隣接面の接触形態について，従来，固定性補綴装置で
提唱されてきた「自浄空隙」を設定した，いわゆる北欧
型の設計よりも明確にガイドサーフェス，ガイドプレー
トにより空隙を閉鎖可能とする設計の方がプラーク滞留
は少ないことが明らかとされた．これは，先に示した
Hobkirkと Strahan（1979）10）らの所見を裏付ける結果
となった．また，とくに多隙性欠損症例で効果を発揮で
きる Gaerny,A（1974）27）の提唱した IRV可撤装置に
よる歯間空隙閉鎖法の根拠が再確認された（図 8～ 10）．

□ With Thermal Cyckung Test

■ Without Thermal Cyckung Test
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2）峰らの研究（2009）28）

これは RPD支台歯に滞留する歯周病起因因子として
の口腔細菌の解析を行ったもので，歯周病の発症因子
（Periodontal pathogen）として著名な「Red Complex群」
すなわち：Porphyromonas gingivalis, Tannerella forsythia, 

Treponema denticolaのいわゆる歯周病菌極悪御三家菌群
が RPDの支台歯周囲歯周組織に存在するか否かを，片
側性遊離端義歯装着患者 39名について臨床的所見，お

よび細菌学的検索（BANA-ZymeTM Hakusui， Tokyo）を
用い定性的に検討した．その結果，「Red Complex群」
の高病原性歯周病原因筋群は RPDの支台歯に有意に多
く検出されることが明らかとされた．これは，RPDの
設計，使用材料，装着習慣，義歯および残存歯のプラー
クコントロールの重要性を改めて指摘したものである
（図 11，12）．

図8　遊離端義歯の欠損側隣接面のプラークコントロール状態についての実
験的観察
KennedyII級欠損を有する被験者14名で実験観察用義歯を装着，プラークの
滞留傾向と細菌数を定性・定量的に観察，測定した．遊離端義歯の支台装置
と欠損側ガイドプレートの支台歯接触形態を図のように変化させた．図中
Openedは歯冠側1/3，Closedは可及的に広くガイド面/ガイドプレートを接
触させた．観察用義歯はそれぞれの条件で2週間ずつ装着させ，装着2週後に
プラーク蓄積の観察およびプラーク中の細菌量の定量を行った．

図9　支台歯頰側面について支台装置の形態
プラーク蓄積の定性的な一例を示す．素材に関
わらず同様の傾向であった．

図10　欠損側ガイド面ついては歯冠側のみが接
触したほう（open type：Krol型）が歯冠側か
ら歯頸側まで全面的に接触したガイドプレート
（closed type：Kratochvil型）よりもプラーク
の滞留が顕著であった．
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結語：歯周治療後の補綴装置の要件について
の考察

補綴装置としての必要条件は：
1．咬合の回復が的確である：咬頭嵌合位・アンテリ
アーガイダンス

2．個々の支台歯の動揺が病的でない→連結固定が的
確

3．個々の支台歯の歯周清掃管理が容易→可撤性義歯
4．装着感に優れ ,長期使用に耐える補綴装置
以上が満たされることが重要である．

以上からみて適切な補綴装置は：
IRV, Konuskroneなどのテレスコープ義歯が適切であ
る．なかでも合理的なシステムとしては Konuskroneを

図11　峰ら28）はRPD支台歯に滞留する歯周病起因因
子としての口腔細菌の解析を行った．歯周病の発症
因子（Periodontal pathogen）として著名な「Red 

Complex群」すなわち：Porphyromonas gingivalis, 

Tannerella forsythia, Treponema denticolaのいわゆる
歯周病菌極悪御三家菌群がRPDの支台歯周囲歯周組織
に存在するか否かを，片側性遊離端義歯装着患者39名
について臨床的所見，および細菌学的検索（BANA-

ZymeTM Hakusui, Tokyo）を用い定性的に検討した．

支台装置とする可撤ブリッジ，RPD が強く推奨される．
スイスの歯周治療学の大家，Rateitschak Kら 29）は大
著 “Color Atlas of  Dental Medicine 1: Periodontology” に
おいて「歯周治療後の補綴治療法として最適なものはテ
レスコープ義歯補綴法であり，これは治療・技工に多く
の時間を費やすが，支台歯にとっては最適の補綴装置で
あり，支台装置により連結される個々の支台歯の完璧な
清掃性を担保する」と記載している．以上の文献を参考
として，我々は日々の臨床にこれらの知見を活かしてい
かねばならない．

以上は，2023年 6月 18日，第 41回日本顎咬合学会
におけるシンポジウムの内容を基に再構成したものであ
る．

図12　「Red Complex」群の高病原性歯周病原因菌群がRPDの支台歯に有意に多く
検出されることを明らとした．
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